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Ⅰ．学校法人の概要 
 
 茨城キリスト教学園は、第 2次世界大戦直後の 1948 年、財団法人シオン学園として、戦禍に傷つ

けられた日本国の文化的再建を目指して設置されました。以後、キリスト教の理念に基づく人格教育

と愛他精神の涵養、さらには国際性の陶冶を教育の目標に据え、地域社会の発展のためにさまざまな

教育的貢献を果たしてきました。その後、私立学校法の施行に伴い、学校法人茨城キリスト教学園と

改称し、1948 年に高等学校、1950 年に短期大学、1962 年に中学校、次いで 1967 年には大学文学部を

設置しました。そして 1995 年に大学院文学研究科を、2000 年には大学生活科学部を開設、2004 年中

高一貫教育の実施、大学看護学部の開設、2006 年に聖児保育園（同時に認定こども園せいじ園認定）

の開設、さらに 2010 年 3月に幼稚園多賀園を廃止し、同年 4月には幼稚園大みか園及び学園保育園

（同時に認定こども園みらい）を開設しました。2011 年 4 月には大学経営学部、大学院生活科学研究

科及び看護学研究科を開設、2012 年 3月に幼稚園高萩園を廃止し、現在に至っています。 

また、2006 年 6 月には短期大学部が廃止認可となり、短期大学の長い歴史（1950 年開設）が終了

しました。2007 年大学は、大学基準協会より認証評価を受け、学内では創立 40周年の記念行事が行

われました。2008 年学園創立 60 周年を記念して、学園記念館（同窓会館・学園資料センター）を開

設、10 月には記念祝会等を行いました。 

 この間、本学園を構成する各教育機関は『我らが学園の教育理念』に謳われる建学の精神を旗印と

し、キリスト教における｢いと小さき者への愛｣という理念、あるいは文化や民族の違いを越える隣人

愛の理念を堅持し、有為の人材を育成し、地域社会、日本国、そして国際社会の健やかな発展に寄与

してきました。 

 学校法人茨城キリスト教学園の 2013 年度における概要は、以下のとおりであります。 

 

（１） 設置する学校・学部学科等 

学校法人 茨城キリスト教学園 

●茨城キリスト教大学大学院  

     文学研究科（修士課程） 

           英語英米文学専攻  

教育学専攻 

      生活科学研究科（修士課程） 

            食物健康科学専攻 

      看護学研究科（修士課程） 

            看護学専攻 

  ●茨城キリスト教大学 

    文学部   現代英語学科 

          児童教育学科 

             児童教育専攻 

             幼児保育専攻 

            文化交流学科 

      生活科学部 心理福祉学科 

            食物健康科学科 

      看護学部  看護学科 

      経営学部  経営学科 

    ●茨城キリスト教学園高等学校 

      全日制普通科 

    ●茨城キリスト教学園中学校 

      義務教育課程 

    ●茨城キリスト教大学附属聖児幼稚園 

      大みか園、日立園 

    ●聖児保育園 

    ●茨城キリスト教学園保育園 
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（２）主要な運営指標等の推移

区　　　　　分 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

学生在籍者数（単位：名）

　大学院 21 15 20 28 27

　大学文学部 1,283 1,248 1,201 1,176 1,191

　大学生活科学部 720 682 629 620 627

　大学看護学部 358 365 378 367 373

　大学経営学部 67 145 206

　高等学校 950 900 834 777 760

　中学校 287 237 243 275 316

　幼稚園 280 255 254 213 234

聖児保育園 32 34 28 30 38

学園保育園 32 64 66 59

学園全体の入学者数（単位：名） 1,067 1,082 1,160 1,142 1,217

教職員数（単位：名）

　大学院教員数

　大学文学部教員数 51 50 49 48 48

　大学生活科学部教員数 31 30 28 28 30

　大学看護学部教員数 26 28 31 31 28

　大学経営学部教員数 9 10 12

　高等学校教員数 57 56 51 54 51

　中学校教員数 21 21 20 20 20

　幼稚園教員数 20 18 17 9 8

　保育園保育士数 6 12 12 18 20

　職員数 58 58 57 57 57

帰属収入　　 （単位：百万円） 4,848 4,675 4,745 4,844 5,020

消費支出　　 （単位：百万円） 4,466 4,617 4,636 4,670 4,835

資金収入　　 （単位：百万円） 6,747 8,366 6,383 6,967 6,816

資金支出　　 （単位：百万円） 7,202 8,553 6,351 6,728 6,746

借入金残高　（単位：百万円） 761 692 628 559 487
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財　務　比　率（単位：％） 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 評価

　①　消費支出比率 92.1% 98.7% 97.7% 96.4% 96.3% ▼

　②　帰属収支差額比率 7.8% 1.3% 2.3% 3.6% 3.7% △

　③　学生生徒等納付金比率 72.1% 72.3% 70.8% 69.6% 69.8% ～

　④　補助金比率 22.3% 18.7% 20.5% 23.4% 21.6% △

　⑤　寄付金比率 0.2% 0.3% 0.7% 0.3% 0.3% △

　⑥　人件費比率 60.3% 63.9% 63.4% 61.4% 62.0% ▼

　⑦　教育研究経費比率 22.5% 23.6% 25.2% 24.5% 24.0% △

　⑧　流動比率 210.1% 196.7% 199.0% 197.0% 207.7% △

　⑨　基本金比率 95.6% 97.9% 96.3% 96.7% 97.2% △

　⑩　負債比率 22.8% 22.2% 21.6% 21.4% 20.9% ▼

　　評価　△：高い値が良い　　▼：低い値が良い　　～：どちらともいえない

　①　消費支出比率　＝　消費支出　／　帰属収入

　　　　消費支出の帰属収入に対する割合　：　収支バランスはとれているか

　②　帰属収支差額比率　＝　１００％　－　消費支出比率

　　　　帰属収入から消費支出を差し引いた帰属収支差額の帰属収入に対する割合 ： 経営状況はどうか

　③　学生生徒等納付金比率　＝　学生生徒等納付金　／　帰属収入

　　　　学生生徒等納付金の帰属収入に占める割合　：　収入構成はどうなっているか

　④　補助金比率　＝　補助金　／　帰属収入

　　　　補助金（国、地方公共団体）の帰属収入に占める割合　：　収入構成はどうなっているか

　⑤　寄付金比率　＝　寄付金　／　帰属収入

　　　　寄付金の帰属収入に占める割合　：　収入構成はどうなっているか

　⑥　人件費比率　＝　人件費　／　帰属収入

　　　　人件費の帰属収入に対する割合　：　支出構成は適切であるか

　⑦　教育研究経費比率　＝　教育研究経費　／　帰属収入

　　　　教育研究経費の帰属収入に対する割合　：　支出構成は適切であるか

　⑧　流動比率　＝　流動資産　／　流動負債

　　　　流動負債に対する流動資産の割合　：　負債に備える資産が蓄積されているか

　⑨　基本金比率　＝　基本金　／　基本金要組入額

　　　　基本金組入対象資産額である要組入額に対する組入済基本金の割合  ： 自己資金は充実されているか

　⑩　負債比率　＝　総負債　／　自己資金（＝基本金＋消費収支差額）

　　　　他人資金と自己資金との関係比率　：　負債の割合はどうか
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（３）学園の沿革

1948年 2月 財団法人 シオン学園設立認可

4月 シオン学園高等部開校

8月 シオン学園多賀幼稚園認可

1949年 3月

12月 寄附行為変更認可

（新）財団法人 茨城キリスト教学園

1950年 3月 茨城キリスト教短期大学設立認可

教養科、英語科

11月

1951年 1月 短期大学家政科設置認可

2月 法人組織変更認可

（旧）財団法人 茨城キリスト教学園

（新）学校法人 茨城キリスト教学園

1958年 3月 幼稚園名称変更 （新）キリスト教聖児幼稚園

1962年 3月 茨城キリスト教学園中学校設置認可

1963年 10月

1967年 1月 茨城キリスト教大学文学部設置認可

キリスト教学科、英語英米文学科

1974年 1月 短期大学日本文学科設置認可

1982年 1月 大学文学部児童教育学科設置認可

1988年 1月 短期大学家政科名称変更 （新）生活文化学科

3月 短期大学教養科名称変更 （新）教養学科

1990年 4月 短期大学名称変更 （新）シオン短期大学

1995年 3月 茨城キリスト教大学大学院設置認可

文学研究科   英語英米文学専攻、教育学専攻

1997年 12月 大学文学部文化交流学科設置認可

1999年 6月 短期大学名称変更認可　（新）茨城キリスト教大学短期大学部　変更時期　2000年4月1日　

12月 大学生活科学部設置認可

2000年 　7月 短期大学部日本文学科廃止認可

2002年 7月 短期大学部生活文化学科廃止認可

2003年 4月 大学英語英米文学科を現代英語学科に名称変更届出　　変更時期　2004年4月1日

7月 大学収容定員変更認可 変更時期　2004年4月1日

文学部 　　　 現代英語学科　90→100

（旧） 児童教育学科　70 （新）児童教育学科　児童教育専攻　70

（新）児童教育学科　幼児保育専攻　70

編入学定員（3年次）10

生活科学部 人間福祉学科　80→90 食物健康科学科　50→80

編入学定員（3年次）　10→0

シオンカレッヂ設立認可

茨城キリスト教学園高萩幼稚園設置認可

茨城キリスト教学園日立幼稚園設置認可
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11月 大学看護学部看護学科設置認可　入学定員80　収容定員320　　開設時期　2004年4月1日　

11月 中学校収容定員変更認可　　90→160（男女共学）

2004年 4月

2005年 3月

4月 幼稚園名称変更 （旧）キリスト教聖児幼稚園（本園・日立分園・高萩分園）

（新）茨城キリスト教大学附属聖児幼稚園（多賀園・日立園・高萩園）

4月 大学附属聖児幼稚園日立園「総合施設」モデル事業実施施設指定

2006年 6月 短期大学部廃止認可

9月

12月 聖児保育園設置認可　定員30名（子家指令第42号）

茨城キリスト教大学附属聖児幼稚園日立園収容定員変更認可　240→210（総指令第36号）

認定こども園せいじ園認定（幼保連携型）　定員240名（子家指令第40号）

2007年 4月 大学 （財）大学基準協会の基準に適合と認定される（大基委大評第1号）

認定期間 2007年4月1日より2014年3月31日まで

2010年 3月 茨城キリスト教大学附属聖児幼稚園多賀園廃止認可（総指令第63号）

4月 認定こども園みらい認定（幼保連携型）　定員140名（子家指令第3号）

茨城キリスト教大学附属聖児幼稚園大みか園設置認可　定員80名（総指令第5号）

茨城キリスト教学園保育園設置認可　定員60名（子家指令第190号）

10月 大学経営学部経営学科設置認可　入学定員60　収容定員240　　開設時期　2011年4月1日　

10月 大学収容定員変更認可 変更時期　2011年4月1日

文学部 現代英語学科　100→70

生活科学部 人間福祉学科　90→60

10月 大学院生活科学研究科食物健康科学専攻設置認可　入学定員5　収容定員10　　開設時期　2011年4月1日　

大学院看護学研究科看護学専攻設置認可　入学定員6　収容定員12　　開設時期　2011年4月1日　

2012年 3月 茨城キリスト教大学附属聖児幼稚園日立園収容定員変更認可　210→195（総指令第62号）

茨城キリスト教大学附属聖児幼稚園高萩園廃止認可（総指令第67号）

8月 大学収容定員変更届出 変更時期　2013年4月1日

生活科学部 人間福祉学科　編入学定員(3年次）10→5

経営学部 経営学科　　　編入学定員(3年次)　　5

大学文学部キリスト教学科廃止

学園託児施設「アンネローゼ」開所

中高完全一貫６年制教育開始（男女共学）　　短期大学部学生募集停止
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(4)学園事務組織図（２０１３年５月１日現在）

学園キリスト教センター 宗教主事 事務室
(所長）

企画調査室
総務課

事務局 総務部 財務課
（局長） （部長）

管財課
　　総務グループ

事務部 庶務課
　 （事務長）

大学院
（研究科長) 教務課
文学部 学務部

大学 （学部長) （部長） 学生課
（学長） 生活科学部
（副学長） （学部長） 　　学生支援グループ キャリア支援センター

看護学部 （センター長）
(学部長）
経営学部 国際理解センター
（学部長） （センター長）

入試広報部 入試広報課
　　入試・広報グループ （部長）

　　　 地域連携推進室
（部長）

教育研究支援事務室

教育研究センター 　　カウンセリング研究所
（センター長） 　　（所長）

　　子ども未来研究所
　　（所長）

図書館 図書課
（館長）

情報センター 事務室
（センター長）

高等学校・中学校 高中事務室
（校長） （事務長）

幼稚園･保育園 幼保事務室
（園長）（施設長） （事務長）

常
務
理
事
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員
会
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（５）施設状況及び学園内配置図 （2014.3.31現在）

1. 土 地 334,597.33 ㎡ 2. 建 物 71,556.36 ㎡

学園敷地 172,583.60 ㎡ 本 部 2,387.33 ㎡
十 王 131,278.00 ㎡ 大 学 47,596.26 ㎡
幼 稚 園 549.33 ㎡ 高等学校 15,031.06 ㎡
そ の 他 11,288.00 ㎡ 中 学 校 3,678.87 ㎡
借 地 18,898.40 ㎡ 幼 稚 園 2,862.84 ㎡
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（６）大学院・学部・学科別定員・在籍者数等（2013年5月1日現在）

大学院　文学研究科 （修士課程）

定員 現員 男 女 定員 現員 男 女 定員 現員 男 女

1  年 10 2 0 2 10 3 2 1 20 5 2 3
2  年 10 1 1 0 10 6 2 4 20 7 3 4
計 20 3 1 2 20 9 4 5 40 12 5 7

大学院　生活科学研究科 （修士課程） 大学院　看護学研究科 （修士課程）

定員 現員 男 女 定員 現員 男 女

1  年 5 2 1 1 1  年 6 4 0 4
2  年 5 2 2 0 2  年 6 7 1 6
計 10 4 3 1 計 12 11 1 10

文学部   

定員 現員 男 女 定員 現員 男 女 定員 現員 男 女 定員 現員 男 女
児教専攻 70 83 25 58
幼保専攻 70 79 5 74
児教専攻 75 88 21 67
幼保専攻 70 78 5 73
児教専攻 80 78 29 49
幼保専攻 80 75 7 68
児教専攻 80 88 31 57
幼保専攻 80 78 7 71

計 335 272 72 200 605 647 130 517 250 272 93 179 1190 1191 295 896

生活科学部   看護学部

定員 現員 男 女 定員 現員 男 女 定員 現員 男 女 定員 現員 男 女

1  年 60 66 24 42 80 91 9 82 140 157 33 124 1  年 80 97 14 83
2  年 60 73 24 49 80 86 4 82 140 159 28 131 2  年 80 84 8 76
3  年 65 64 19 45 80 82 4 78 145 146 23 123 3  年 80 97 11 86
4  年 100 65 17 48 80 100 6 94 180 165 23 142 4  年 80 95 12 83
計 285 268 84 184 320 359 23 336 605 627 107 520 計 320 373 45 328

＊「人間福祉学科」は2013年度「心理福祉学科」に名称変更

経営学部

定員 現員 男 女

1  年 60 70 50 20
2  年 60 73 50 23
3  年 65 63 44 19
4  年 - - - -
計 185 206 144 62

高等学校・中学校

定員 現員 男 女 定員 現員 男 女

1  年 355 279 97 182 160 108 30 78

2  年 355 239 97 142 160 110 27 83

3  年 355 242 91 151 160 98 25 73

計 1,065 760 285 475 480 316 82 234

幼稚園

定員 現員 男 女 定員 現員 男 女 定員 現員 男 女
満3才児 0 0 0 1 1 0 1 1 0
3才児 47 21 26 23 13 10 70 34 36
4才児 41 23 18 32 19 13 73 42 31
5才児 48 22 26 42 21 21 90 43 47
計 80 136 66 70 195 98 54 44 275 234 120 114

定員 現員 男 女 定員 現員 男 女
0 才児 3 2 0 2 5 2 1 1
1 才児 9 8 3 5 5 10 3 7
2 才児 12 13 11 2 5 4 3 1
3 才児 12 12 7 5 5 7 2 5
4 才児 12 12 5 7 5 7 4 3
5 才児 12 12 5 7 5 8 2 6
計 60 59 31 28 30 38 15 23

在籍外国人留学生 0

70

44

総          計

48 335 320

60

38

総　　　　　　計

60

75 60 219

231

＊心理福祉学科 食物健康科学科 看護学科

65 16

285

275195

55

45

5980

19 41

21

総             計

280

270 311

3  年 80 62 17

2  年

1  年

英語英米文学専攻 教育学専攻 総　　　　　　計

現代英語学科 文化交流学科

生活科学専攻 看護学専攻

児童教育学科

66

206

71

59 21

69305 275

24020

60

4969

聖児保育園
保育園

高等学校 中学校

大みか園 日立園

80

4  年 110 70 15

茨城キリスト教学園保育園

8984

経営学科

65 36
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（７）入試結果
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（８）進路状況（2013年5月1日現在）
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（９）教職員数 

専            任

教員 職員 計

11 （2) 11 (2) 1 (1) 5 (4) 17 （7)

文学部 48 (15) 21 （12) 69 (27) 11 (10) 8 (7) 132 (53) 220 （97)

生活科学部 30 (17) 14 （8) 44 (25) 13 (10) 4 (2) 24 (8) 85 （45)

看護学部 28 (26) 5 （3) 33 (29) 4 (3) 17 (16) 42 (24) 96 （72)

経営学部 12 (1) 1 （0) 13 (1) 2 (1) 1 (1) 5 (1) 21 （4)

51 (13) 4 （2) 55 (15) 3 (2) 2 (2) 33 (17) 93 （36)

20 (7) 20 (7) 8 (6) 28 （13)

4 (4) 1 （0) 5 (4) 3 (0) 4 (4) 12 （8)

4 (4) 4 (4) 1 (1) 3 (1) 2 (1) 10 （7)

12 （12) 12 (12) 1 (1) 5 (5) 9 (9) 27 （27)

8 （8) 8 (8) 3 (3) 9 (9) 20 （20)

217 (107) 57 （27) 274 （134) 36 (29) 51 (41) 268 (132) 629 （336)

＊① （　　）内は女性数

② 理事長、総長を除く。

③ 非常勤講師数は学内非常勤を除く。

④ 保育園の教員数は保育士を示す。

⑤ 保育園の非常勤講師数は非常勤保育士を示す。

⑥ 大学の臨時職員数はティーチング・アシスタントを除く。

計

法 人 総 務 部

中 学 校

幼稚園 大みか園

保 育 園 聖 児

幼 稚 園 日 立 園

大

学

非常勤講師 合計

高 等 学 校

保 育 園 学 園

嘱託員 臨時職員
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（10）役員の状況（2014年3月31日現在）

理事 定数 10～13 人 理事選任条項（寄附行為の選任条項を記入すること。） 2013年度中の

第７条　理事は次の各号に掲げる者とする。 理事会開催回数

実数 人 (1) この学園の総長 号 人 人

人 (2) この学園の大学の学長 回

人 (3)

(4)

(5) この学園の事務局長

監事 定数 2～3 人 任期 4年 (6) 回

実数 人
(3人以上4人以内）

人 (7) 回

人
(2人以上4人以内）

の別

理事長就任

2013.1.1

理事会選出82013.1.23

理事会選出

会社役員

81997.4.11
(2013.10.1)

2013.1.1

会社役員
1997.4.1

監事 鈴木
スズキ

 誉志男
ヨ シ オ

非常勤

監事

(2013.10.1)

理事 総務担当

財務担当 斎藤
サイトウ

　聖二
セイジ

常 勤理事

長
ナガ

埜
ノ

　紘
ヒロシ

理事 常 勤

2012.10.22

評議員

評議員

（評議員会選任）

7-1-6

2010.1.19

2013.5.27大学教授

総務・財務担当

非常勤
2009.12.22

(2012.12.22)

短大同窓会会長非常勤総務担当 根本
ネ モ ト

 龍哉
タ ツ ヤ

理事

大学教授理事 財務担当 青木
アオキ

　茂男
シゲオ

常 勤

理事 総務・財務担当 山
ヤマ

田
ダ

 耕一
コウイチ

常 勤 2013.4.1事務局長

東海林
シ ョ ウ ジ

 宏司
ヒ ロ シ

常 勤

中・高副校長

鈴木
スズキ

 龍夫
タ ツ オ

常 勤 中・高校長 2011.6.1

理事 財務担当 関
セキ

　和彦
カズヒコ

常 勤

理事 総務・財務担当 小松
コ マ ツ

 美穂子
ミ ホ コ

常 勤

2010.4.26 7-1-1 総長

理事長

学長7-1-22009.12.22大学学長 2009.12.8

3 52～4

年 月 日

非常勤 備　　　考現 職 就任年月日

7

項又

選 任 区 分 等就　　　　　任

登 記

（重任年月日）

届 出

職 名 又 は

計

4定例

2 1 1

1 1

計

〔任期　4年　（１～5号理事を除く）〕

1

2

計 12 この学園の高等学校校長及び中学校の校長の
内から理事会において選任された者　１人

常 勤 10

非 常 勤

4

選任条項別定数実数

区分 定数 実数

1 1

1

3 1 1

この法人に関係ある学識経験者より理事会に
おいて選任した者

理事 総務担当

理事長

担 当 職 務

監事の 氏 名

理事・

（評議員会選任）

（評議員会選任）

事務局長

7-1-6

区 別 は号

理事 総長 ｼﾞﾑD.ﾊﾞｯﾄﾝ

（理事会選任）
7-1-7

校長

副校長

評議員

7-1-4

評議員

7-1-6

（評議員会選任）

学識経験者

（理事会選任）

2013.2.25 7-1-7
学識経験者

この学園の高等学校及び中学校の副校長の内
から理事会において選任された者　1人

1

評議員のうちから評議員会において選任した者 5

非 常 勤 2

7-1-32011.6.29

2011.6.1 2011.6.29

2010.4.26

2013.1.23

7-1-7

常 勤

フリガナ

細川
ホソカワ

 知正
ノリタダ

6

0 6 3～4 4

常 勤 2013.1.10

2

2013.1.1

常 勤 総長

年 月 日

2010.4.1

(2013.4.1)

常勤・

理事 総務・財務担当 滝田
タ キ タ

　薫
カオル

常 勤 　　常務理事 2013.2.1

理事 総務・財務担当

2013.1.1

1

選任区分

（理事会選任）

2013.1.23

臨時

7-1-6

2013.4.25

2013.6.21

7-1-5

学識経験者

鈴木
スズキ

 英一
エイイチ

非常勤

2013.5.1

2012.9.25

2010.4.1

(2011.4.1)

細川
ホソカワ

 知正
ノリタダ

　　理事長

2013.5.24

大学教授
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Ⅱ．事業の概要 
 
（１）当該年度事業の概要 
 １）建物 
 当年度実施した主な建物工事の概要は以下のとおりです。 
 ・大学十王自然学習センター管理棟解体工事 
  大学において、今後の利用計画を検討した結果、不用との判断のもと、東日本大震災で建物が被災損

傷し、併せて老朽化した建物のため解体し更地化しました。 
 ・大学シオン館、大学南体育館耐震補強工事 
  旧耐震設計基準により建築された建物であり、耐震診断調査実施により耐震指標 Is 値が確保されなか

ったため実施しました。 
 ・大学北体育館北面外壁改修及び屋上防水塗装工事 
  外壁改修塗装を計画的に行い、建物施設の長寿命化を図るために実施しました。 
 ・大学北体育館男子・女子トイレ汚水配水管補修及び改修工事 
  部分的地盤沈下によって汚水排水管の脱落が発生し、配管が詰まり改修しました。 
 ・大学 7 号館研究室未設置空調機設置工事（7103.7204.7206.7210.7304.7306 教員研究室） 

 ・大学南体育館電灯動力分岐盤改修工事（定期設備点検で経年劣化による不良判明） 
 ・大学シオン館 1 階給水管漏水復旧設備改修工事（経年劣化により） 
 ・大学学生会館給水ポンプ及び若草寮定位水位弁交換工事（経年劣化により） 
 ・高校体育館耐震補強工事及び屋根・外壁改修工事 
  旧耐震設計基準により建築された建物であり、耐震診断調査実施により耐震指標 Is 値が確保されてい

ない状況が判明し補強工事を行い、併せて建物の長寿命を図るために屋根・外壁改修を実施しました。 
 ・幼稚園高萩園園舎解体工事 
  高萩園廃園に伴い、借地の土地を更地返還するために建物の解体工事を実施しました。 
 
２）構築物 

 当年度実施した主な構築物工事の概要は以下のとおりです。 
 ・大学図書館前雨水排水管設置工事 
  強雨状況（ゲリラ豪雨、台風等）時に既存排水設備では、大学図書館地下 1 階閲覧室に雨水がたびた

び浸入するために実施しました。 
 ・学園雨水排水改修Ⅲ期工事 
  計画的に 2011 年 2 月に第 1 期工事を着手し、2012 年度に第 2 期工事を終え、計画通り第 3 期工事を

実施しました。 
 
３）学園施設中長期修繕計画についての調査対応 
当年度実施した主な調査対応の概要は以下のとおりです。 
・学園内敷地グランドデザイン設計 
 2012 年 10 月から 2013 年 9 月まで理事長の諮問委員会として設置の「学園キャンパス計画委員会」

の報告書（2013 年 10 月答申）において、日立市事業計画の大みか駅西口開発、南北アクセス道路（BRT
含む）と絡んで学園正門及びアプローチ構築他の学園内グランドデザイン設計を行いました。 



資    金    収    支    計    算    書

２０１３年４月  １日から

　　　　　　　　　　　　　　    　２０１４年３月３１日まで        　　　　　　　（単位：円）

　収　入　の　部

科　　　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

  学生生徒等納付金収入 3,504,676,000 3,504,218,100 457,900

　手数料収入 65,955,000 78,685,220 △ 12,730,220

  寄付金収入 12,344,000 12,106,196 237,804

  補助金収入 1,052,250,000 1,086,513,687 △ 34,263,687

　　　国庫補助金収入 470,407,000 520,173,000 △ 49,766,000

　　　県補助金収入 463,065,000 445,237,235 17,827,765

　　　市町村補助金収入 118,778,000 121,103,452 △ 2,325,452

  資産運用収入 26,960,000 26,986,900 △ 26,900

  事業収入 83,713,000 80,467,776 3,245,224

  雑　収　入 233,435,000 229,865,171 3,569,829

  前受金収入　　　　　　　　　 1,661,061,000 1,618,300,000 42,761,000

  その他の収入　　　　　　　 1,785,748,000 2,164,363,026 △ 378,615,026

  資金収入調整勘定　　　　　　　　　　 △1,829,068,000 △1,985,818,105 156,750,105

  前年度繰越支払資金　　　　　　　　　 3,530,064,000 3,530,064,956

  収  入  の  部  合  計 10,127,138,000 10,345,752,927 △ 218,614,927

《学生生徒等納付金収入》

《手数料収入》

《寄付金収入》

《補助金収入》

　設備整備推進事業への補助金などが含まれています。

《事業収入》

《資金収入調整勘定》

　保育所収入は、聖児保育園38人、学園保育園59人、合計97人（2013.5.1現在）で39,192千円となりました。

　期末未収入金、前期末前受金を計上していますが、ともに当該年度の資金の動きではないため控除していま

　（2013.5.1現在）で3,504,218千円となりました。

　入学検定料が主な収入であり、志願者数は大学（大学院を含む）が1,864人、高等学校1,386人、中学校264人

　でした。

　外国人留学生援助基金1,365千円、梶国際教育記念財団寄付金300千円などの特別寄付のほか、教育環境

　整備費3,800千円など一般寄附が主な収入となりました。

　2013年度は、経常費補助金のほかに耐震補強工事のための補助金や私立大学活性化設備整備事業、IT教育

Ⅲ．財務の概要

（１）資金収支計算書

　「資金収支計算書」は、学校法人の当該会計年度の諸活動に対応する、すべての収入・支出の内容を明らか

にし、かつ支払資金の収入・支出の顛末を明らかにするものです。

　納付金収入は、大学生（院生を含む）が2,424人、高校生760人、中学生316人、幼稚園児234人、合計3,734人
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　支  出  の　部

科　　　　　　目　 予　　　算 決　　　算 差　　　異

  人件費支出　　　　　　　　　　 3,137,090,000 3,107,636,423 29,453,577

  教育研究経費支出　　　　　　　　　　 805,507,000 733,885,116 71,621,884

  管理経費支出　　　　　　　 367,914,000 336,328,493 31,585,507

  借入金等利息支出　　　　　　　　　　 11,388,000 11,385,045 2,955

  借入金等返済支出　　　　　　　　　　 71,710,000 71,710,000 0

  施設関係支出　　　　　　　 216,871,000 207,110,551 9,760,449

  設備関係支出　　　　　　　 143,209,000 140,026,475 3,182,525

  資産運用支出　　　　　　　 410,016,000 711,392,893 △ 301,376,893

  その他の支出　　　　　　　 1,447,839,000 1,539,338,234 △ 91,499,234

  資金支出調整勘定　　　　　　　　　　 △ 81,355,000 △ 113,164,491 31,809,491

  次年度繰越支払資金　　　　　　　　　 3,596,949,000 3,600,104,188 △ 3,155,188

  支  出  の  部  合  計 10,127,138,000 10,345,752,927 △ 218,614,927

《人件費支出》

《教育研究経費支出》

《管理経費支出》

《借入金等返済支出》

《施設関係支出》

《設備関係支出》

《資産運用支出》

《資金支出調整勘定》

《次年度繰越支払資金》

　次年度繰越支払資金3,600,104千円は、収入の部合計から支出科目を差し引いた金額です。これは、2014年度

　に繰り越す現預金の額です。

　学生募集経費、法人・保育所の運営に必要な経費が主な支出です。

　校舎等の取得に際し日本私立学校振興・共済事業団及び常陽銀行から借入れた借入金の返済支出です。

　体育館、校舎の耐震補強工事及び学園雨水排水整備工事が主な支出です。

　教育研究用機器備品114,144千円、図書16,733千円の購入が主な支出です。

　年次計画に基づき、第２号基本金引当特定資産への繰入として300,000千円を支出しています。

　期末未払金、前期末前払金を計上していますが、ともに当該年度の資金の動きではないため控除しています。

　す。

　専任教員217人、専任職員57人、嘱託員36人、臨時職員51人、非常勤講師268人、合計629人で退職金を含め、

　3,107,636千円となりました。

　各設置学校の教育研究活動に必要な消耗品費、光熱水費、奨学費、研究費、支払報酬などが主な支出です。

15



（２）消費収支計算書

　「消費収支計算書」は、当該会計年度における消費収支の均衡状態とその内容を明らかにし、学校

消    費    収    支    計    算    書

２０１３年４月　１日から

　　　　　　　　　　　　　　  　　２０１４年３月３１日まで　　　      　　　　　（単位：円）

　消費収入の部

科　               目　 予  　算 決　  算 差    異

  学生生徒等納付金　　　　　　　　 3,504,676,000 3,504,218,100 457,900

  手　数　料　　　　　　　　　　　 65,955,000 78,685,220 △ 12,730,220

  寄　付　金　　　　　　　　　　　 12,344,000 12,976,355 △ 632,355

  補　助　金　　　　　　　　　　　 1,052,250,000 1,086,513,687 △ 34,263,687

　　　国庫補助金　　　　　　　　　 470,407,000 520,173,000 △ 49,766,000

　　　県補助金　　　　　　　　　　 463,065,000 445,237,235 17,827,765

　　　市町村補助金　　　　　　　　　　 118,778,000 121,103,452 △ 2,325,452

  資産運用収入　　　　　 26,960,000 26,986,900 △ 26,900

  事業収入　　　　　　　　　 83,713,000 80,467,776 3,245,224

  雑　収　入　　　　　　　　　 233,579,000 230,009,698 3,569,302

　帰属収入合計　 4,979,477,000 5,019,857,736 △ 40,380,736

　基本金組入額合計　　　　　　　　 △ 533,865,000 △ 507,915,355 △ 25,949,645

　消費収入の部合計 4,445,612,000 4,511,942,381 △ 66,330,381

【帰属収入の構成比率】

《寄付金》

《雑収入》

《帰属収入》

　教育や研究を行うための返済義務のない財源で5,019,858千円です。

法人の経営状況が健全であるかどうかを示すものであります。

　資金収支計算書の寄付金収入に現物寄付（図書、大学卒業記念品（AED,テーブル））が加わります。

　資金収支計算書の雑収入に退職給与引当金戻入額が加わります。

　学生生徒等納付金収入や補助金、寄付金などの主要な収入のことで、借入金、前受金、預り金など

　自己資金でないものは含まれません。学校が1年間に得た学校の提供するサービスの対価であり、

学生生徒等納付金

69.8%手数料

1.6%

寄付金

0.3%

補助金

21.6%

資産運用収入

0.5%

事業収入

1.6%

雑収入

4.6%
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《基本金組入額》

《消費収入》

　消費支出の部

科　               目　 予  　算 決　  算 差    異

  人　件　費　　　　　　　　　　　 3,107,885,000 3,110,547,469 △ 2,662,469

  教育研究経費　　　　　　　　　　 1,270,656,000 1,203,434,102 67,221,898

  管理経費　　　　　　　　　 445,466,000 413,847,944 31,618,056

  借入金等利息　　　　　　　　　　 11,388,000 11,385,045 2,955

  資産処分差額　　　　　　　　　　 73,444,000 95,317,031 △ 21,873,031

  徴収不能額　　　　　　　 496,000 1,413,000 △ 917,000

　消費支出の部合計　　　　　　 4,909,335,000 4,835,944,591 73,390,409

　当年度消費支出超過額 463,723,000 324,002,210

　前年度繰越消費支出超過額　　　　 4,864,161,000 4,864,161,759

　翌年度繰越消費支出超過額　　　　 5,327,884,000 5,188,163,969

【消費支出の構成比率】

《退職給与引当繰入額》

《減価償却額》

《資産処分差額》

　とは、取得価格から時の経過によりその価値が減少した額になります。その額は95,317千円です。

　全教職員が退職した場合に予想される退職金の額を計算して、会計年度末の負担額を算出し、消費

　支出として人件費に含めています。その額は246,502千円です。

　固定資産の殆どは、一般的に時の経過によりその価値が減少していきます。そこで、毎年、減価償

　却額を算出し、消費支出として教育研究経費又は管理経費に計上しています。その額は、教育研究

　経費に469,549千円、管理経費に77,519千円です。

　固定資産除却の際に、その資産の残存価格（帳簿価格）が消費支出として計上されます。帳簿価格

　学校は、校地・校舎・備品・図書等の固定資産を継続的に保持するために維持すべきものとして、基

　本金があり、2013年度は、体育館・校舎の耐震補強工事、教育研究用機器備品、図書の取得、

　第２号基本金などの組入額が507,915千円です。これらの固定資産の取得代金は借金ではなく自己資

　金を充てることになっています。

　帰属収入から基本金組入額を控除した消費支出に充当できる収入のことで、4,511,942千円です。

人件費

64.3%

教育研究経費

24.9%

管理経費

8.6%

借入金等利息

0.2%
資産処分差額

2.0%
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《徴収不能額》

《消費支出》

《当年度消費支出超過額》

（３）貸借対照表

貸     借     対     照     表

                               ２０１４年３月３１日                   （単位：円）

  資    産    の    部

科　      目　 本 年 度 末 前 年 度 末 増    減

  固定資産　　　　　　　　　 14,894,712,826 15,029,554,216 △ 134,841,390

　　　有形固定資産　　　　　　　　 10,916,032,186 11,213,870,324 △ 297,838,138

　　　その他の固定資産　　　　　　 3,978,680,640 3,815,683,892 162,996,748

  流動資産　　　　　　　　　 4,017,849,953 3,740,004,553 277,845,400

　資産の部合計　　　 18,912,562,779 18,769,558,769 143,004,010

  負    債    の    部

科　      目　 本 年 度 末 前 年 度 末 増    減

  固定負債　　　　　　　　　 1,338,998,560 1,416,362,744 △ 77,364,184

  流動負債　　　　　　　　　 1,934,166,445 1,897,711,396 36,455,049

　負債の部合計　 3,273,165,005 3,314,074,140 △ 40,909,135

  基　本　金　の　部　　

科　      目　 本 年 度 末 前 年 度 末 増    減

　第１号基本金　　　　　　　　 19,576,818,437 19,368,903,082 207,915,355

　第２号基本金　　　　　　　　 950,000,000 650,000,000 300,000,000

　第４号基本金　　　　　　　　 300,743,306 300,743,306 0

　基本金の部合計 20,827,561,743 20,319,646,388 507,915,355

　消 費 収 支 差 額 の 部　　

科　      目　 本 年 度 末 前 年 度 末 増    減

　翌年度繰越消費支出超過額　　　　 5,188,163,969 4,864,161,759 324,002,210

　消費収支差額の部合計 5,188,163,969 4,864,161,759 324,002,210

　負債の部・基本金の部及び
　消費収支差額の部合計

18,912,562,779 18,769,558,769 143,004,010

　を表示しています。

　正味財産は、資産の部合計から負債の部合計を差し引いた15,639,398千円です。2012年度末と比較す

　ると183,913千円の増となりました。

　除籍者（大学生）3人分の学生生徒納付金未収入金額で1,413千円です。

　当該会計年度において消費される費用で、学校法人の純資産を減少させる支出で4,835,945千円です。

　2013年度決算では、消費収入の部合計から消費支出の部の合計を差し引くと支出超過となります。

　その額は324,002千円です。

　「貸借対照表」は、学校法人の会計年度末における財政状態、保有する資産と負っている債務の状態
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Ⅳ．今後の課題とビジョン 
 
 少子化による 18 歳人口の減少と定員割れ、経営破たんなど私立学校を取り巻く状況は

年々厳しくなると同時にその社会的責任も重くなっています。また、東日本大震災以降、

日本社会の閉塞感や社会構造の変化により学校間の格差（地域・規模）が広がっています。 
 そのような社会状況下、茨城県北部の教育機関としての本学園は、まもなく創立 70 周年

を迎えることになります。「教育」という永続的な社会的使命を果たすべく、持続的な学園

経営の取り組みがなされています。 
 
施設面において、本学園は、震災以降、建物等の耐震補強工事を計画的に進め、私立学

校整備費補助金等を利用し、学園建物・施設の耐震補強・改修工事を行ってきました。2014
年以降も既存の建物・施設について点検・見直し、耐震補強・改修工事を進めていく予定

です。 
 
また、2013 年度は、学園第 13 期中期経営計画（4 年間）の 2 年目となりますが、当初よ

り強固な経営・教育基盤の確立を目指すために、以下の４つの重点課題に取り組んでまい

りました。 
１．教育環境の整備・拡充（大甕駅西口開発に伴う学園教育環境の整備） 
２．変化に対応できる柔軟な組織力の確立と強化（業務改革のためのプロジェクト実施） 
３．財政基盤の強化（安定した入学者の確保、補助金の確保） 
４．特色ある教育活動の推進 
 
 各部門（学校）は、上記の重点課題を達成するために、それぞれの教育および管理運営

の目標を細かく設定し、責任を持って取り組み、着実に効果を上げつつあります。特に、

今後学園が予定している事業計画を遂行していくためには、安定した収入構造を確立して

いく（学生・生徒・園児数の確保に力を入れる）とともに、経営資源の選択と集中を一層

計画的に図っていくことが必要と考えます。そのエンジンとなるのは「教育力」、「職員力」

です。これからも、学園で働く教職員がしっかりと目標や情報を共有し、意識改革や人材

育成に繋げていかなければなりません。建学の精神に基づく「教育」の軸をしっかりと据

え、教職員一同、協力して活動してまいります。 
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